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　株主の皆様には、平素から格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　また、このたびの熊本地震により、被災された皆様に心よりお見舞い申し
上げます。
　ここに当社第79期（自平成27年4月1日　至平成28年3月31日）の事業
の概況につきましてご報告申し上げます。

　当社グループは、情報通信事業におけるクラウド化、無線化等の分野や
省エネ・演出照明の照明制御の分野においてソリューション及びサービスの
多様化を強力に推進すると共に、当期より子会社となった日神電子株式会社
と事業の相乗効果を高め、より一層市場のニーズに適応した事業展開を図っ
て参ります。

　事業部門別の概要としましては、建設事業部門はIPネットワークの提供で
法人の有線・無線のネットワークインフラの設計・提案・構築、及び商業施
設、ホテルやブランドショップ等への照明システムの拡販に積極的に注力い
たしました。情報システム事業部門では、社会福祉協議会向けソフト「ここ
る」のクラウド化等、自社ブランドパッケージソフトのソリューションビジネ
スを展開いたしました。その結果、売上高60億72百万円、営業利益2億
58百万円、経常利益3億10百万円、親会社株主に帰属する当期純利益4億
25百万円となりました。

　当社は株主様への利益還元及び安定的な配当の継続を重視しております
が、同時に、経済環境の変化に備えた財務体質の強化並びに将来の事業展
開のための内部留保の充実にも十分留意する必要があると考えております。
これらのことから、当期の期末配当につきましては、1株につき3円といたし
ます。

　これからも、株主の皆様のご信頼とご期待にお応えするため、より一層お
客様並びに社会に貢献するソリューション及びサービスを提供するとともに、
さらに経営効率を高め業績の向上に努めて参ります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも引き続き、格別のご理解とご支
援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

神　部　雅　人

株主の皆様へ
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■ 連結貸借対照表
期　別

科　目
当　期

（平成28年３月31日現在）

資産の部

流動資産 3,500,803

現金預金 1,241,778

受取手形・完成工事未収入金等 1,899,501

未成工事支出金 203,617

仕掛品 40,618

その他のたな卸資産 4,064

その他 148,050

貸倒引当金 △� 36,827

固定資産 3,120,162

有形固定資産 1,901,542

建物（純額） 366,167

土地 1,520,934

その他（純額） 14,440

無形固定資産 8,537

投資その他の資産 1,210,082

投資有価証券 997,410

その他 219,556

貸倒引当金 △� 6,883

資産合計 6,620,966

（単位：千円）
期　別

科　目
当　期

（平成28年３月31日現在）

負債の部
流動負債 2,033,063

支払手形・工事未払金等 1,195,081
短期借入金 190,000
未払法人税等 69,274
賞与引当金 112,778
役員賞与引当金 10,370
その他 455,560

固定負債 1,192,513
リース債務 138,214
繰延税金負債 86,639
退職給付に係る負債 852,259
役員退職慰労引当金 67,155
その他 48,243

負債合計 3,225,576
純資産の部
株主資本 3,137,403

資本金 1,310,825
資本剰余金 1,087,084
利益剰余金 869,708
自己株式 △� 130,214

その他の包括利益累計額 257,986
その他有価証券評価差額金 269,386
退職給付に係る調整累計額 △� 11,399

純資産合計 3,395,389
負債及び純資産合計 6,620,966
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■ 連結損益計算書� （単位：千円）

期　別

科　目
当　期

自 平成27年４月 １ 日（ 至 平成28年３月31日 ）
売上高 6,072,731
売上原価 4,464,260

売上総利益 1,608,470
販売費及び一般管理費 1,349,603
　営業利益 258,867
営業外収益 57,632
営業外費用 5,614
　経常利益 310,884
特別利益 391,204
特別損失 195,110
税金等調整前当期純利益 506,978
法人税、住民税及び事業税 81,320
当期純利益 425,658
親会社株主に帰属する当期純利益 425,658

■ 連結株主資本等変動計算書　当期（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）� （単位：千円）
株　　　主　　　資　　　本 その他の包括利益累計額

純資産合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計 

その他
有価証券

評価差額金

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計 

当期首残高 1,310,825 1,087,084 68,540 △� 129,905 2,336,543 314,752 △� 11,145 303,606 2,640,150
当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益 425,658 425,658 425,658

自己株式の取得 △� 308 △� 308 △� 308
子会社の新規連結によ
る剰余金増加額 375,510 375,510 375,510

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △� 45,366 △� 254 △� 45,620 △� 45,620

当期変動額合計 － － 801,168 △� 308 800,859 △� 45,366 △� 254 △� 45,620 755,239
当期末残高 1,310,825 1,087,084 869,708 △� 130,214 3,137,403 269,386 △� 11,399 257,986 3,395,389

■ 連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）�（単位：千円）

期　別

科　目
当　期

自 平成27年４月 １ 日（ 至 平成28年３月31日 ）
営業活動によるキャッシュ・フロー 34,664

投資活動によるキャッシュ・フロー 405,321

財務活動によるキャッシュ・フロー △76,705

現金及び現金同等物の増減額
（減少：△） 363,280

現金及び現金同等物の期首残高 816,754

現金及び現金同等物の期末残高 1,180,034
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■ 貸借対照表（要旨）� （単位：千円）

期　別

科　目
当　期

（平成28年３月31日現在）
前　期

（平成27年３月31日現在）

資産の部

流動資産 2,357,870 2,414,704

固定資産 2,948,615 2,856,065

有形固定資産 1,901,452 1,903,971

無形固定資産 8,195 8,410

投資その他の資産 1,038,967 943,684

資産合計 5,306,486 5,270,770

負債の部

流動負債 1,505,255 1,516,132

固定負債 1,075,337 1,103,341

負債合計 2,580,593 2,619,474

純資産の部

株主資本 2,456,506 2,336,543

資本金 1,310,825 1,310,825

資本剰余金 1,087,084 1,087,084

利益剰余金 188,811 68,540

自己株式 △� 130,214 △� 129,905

評価・換算差額等 269,386 314,752

その他有価証券評価差額金 269,386 314,752

純資産合計 2,725,892 2,651,296

負債及び純資産合計 5,306,486 5,270,770

■ 損益計算書（要旨）� （単位：千円）

期　別

科　目
当　期

自 平成27年４月 １ 日（ 至 平成28年３月31日 ）
前　期

自 平成26年４月 １ 日（ 至 平成27年３月31日 ）
売上高 4,461,758 4,225,398

売上原価 3,264,477 3,186,937

売上総利益 1,197,281 1,038,461

販売費及び一般管理費 1,075,939 1,106,636

営業利益又は営業損失（△） 121,342 △� 68,175

営業外収益 34,553 25,766

営業外費用 5,533 3,252

経常利益又は経常損失（△） 150,362 △� 45,660

特別損失 － 5,599

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△） 150,362 △� 51,260

法人税、住民税及び事業税 30,090 14,816

当期純利益又は当期純損失（△） 120,271 △� 66,077

財務諸表
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■ 会社概要（平成28年3月31日現在）

社 名 神田通信機株式会社
創 立 昭和22年9月26日
資 本 金 13億1,082万円
事 業 内 容 情報通信事業全般

①情報通信システム開発
②ソフトウェア開発
③卸御照明事業（EMS事業）
④通信システム開発
⑤コンピュータ・ネットワークシステム開発
⑥‌�コンピュータ・OA・通信機器およびサプライ品の

販売、施工、メンテナンス
⑦ファシリティサービス
⑧コンタクトセンター業務の代行

従 業 員 251名
本 社 所 在 地 東京都千代田区神田富山町24番地

■ 役　　員（平成28年6月29日現在）

取締役および監査役
代表取締役社長 神 部 雅 人
取 締 役 相 談 役 松 　 丸 　 美 佐 保
取 締 役 小 笹 嘉 治
取 締 役 高 橋 昌 弘
取 締 役 小 栗 洋 三
取 締 役 田 中 啓 之
取 締 役（社外） 前 島 啓 一
取 締 役（社外） 橋 本 　 光
常 勤 監 査 役 髙 橋 正 和
監 査 役（社外） 吉 益 信 治
監 査 役（社外） 土 　 生 　 哲 　 也

執行役員
社 長 執 行 役 員 神 部 雅 人
常 務 執 行 役 員 小 笹 嘉 治
執 行 役 員 高 橋 昌 弘
執 行 役 員 小 栗 洋 三
執 行 役 員 廣 瀬 　 孝
執 行 役 員 木 村 光 伸
執 行 役 員 菊 　 地 　 仁 次 郎

（注）‌�当社は、事業環境の変化に迅速かつ柔軟に対応するために平成25年6月27日
より執行役員制度を導入いたしました。

■ 株式の状況（平成28年3月31日現在）

■ 発行可能株式総数	 26,850,000株
■ 発行済株式の総数	 8,744,091株
■ 株主数	 1,052名
■ 大株主の状況（上位10名）

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

佐藤　正 960 11.9

佐山　浄徳 761 9.5

神田通信機従業員持株会 415 5.1

平野　博美 353 4.4

松丸　美佐保 251 3.1

佐藤　久世 204 2.5

株式会社SBI証券 190 2.3

神部　雅人 146 1.8

青山　敏子 143 1.7

日本証券金融株式会社 120 1.5
（注）	1．‌�当社は、自己株式724千株を所有しておりますが、上記には記載しておりません。
	 2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
	 3．株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

■ 所有者別株式分布状況

自己株式
724,991株
8.29%

金融機関・証券会社
534,912株
6.12%

外国法人等
10,000株
0.11% 個人・その他

7,410,628株
84.75%

その他の法人
63,560株
0.73%
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株主メモ

事 業 年 度 4月1日～翌年3月31日

剰 余 金 の 配 当 基 準 日 3月31日（中間配当を行う場合は9月30日）

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬

単 元 株 式 数 1,000株

株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120－232－711（通話料無料）

特別口座の口座管理機関 みずほ信託銀行株式会社

同 連 絡 先
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL 0120－288－324（通話料無料）

公 告 の 方 法
電子公告（http://www.kandt.co.jp）
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

（‌�ご注意）
1．‌�証券会社等に口座をお持ちの場合、株主様の住所変更、単元未満株式の買取・買増請求その他各種お手続きにつきま

しては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっておりますので、口座を開設され
ている証券会社等にお問合せください。
株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんので、ご注意ください。

2．‌�証券会社等に口座をお持ちでない場合（特別口座の場合）の株式に関する各種お手続きにつきましては、特別口座の
口座管理機関であるみずほ信託銀行にお問合せください。
なお、平成28年7月1日より、特別口座の口座管理機関は、みずほ信託銀行から三菱UFJ信託銀行に変更となります。
7月1日以降、特別口座に記録された株式について、単元未満株式の買取または買増のご請求、証券会社に開設された
口座への振替をご希望される株主様は、三菱UFJ信託銀行にお申し出ください。

3．過年度の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。

●‌�ホームページのご案内
当社ホームページでは事業内容のご紹介から、IR情報に至
るまで様々な情報を掲載しております。ぜひご活用ください。

http://www.kandt.co.jp


